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【平成２７年７月３０日】 
部局名 出納局 

平成２６年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の概況について 
（根拠法令）地方自治法 第２３３条 第１項  
会計管理者は、毎会計年度、政令の定めるところにより、決算を調製し、出納の閉鎖後

３箇月以内に、証書類その他政令で定める書類とあわせて、普通地方公共団体の長に提出
しなければならない。 

 
１ 一般会計決算の概況 

 （単位：円、％） 
区       分 平成２６年度 平成２５年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 485,272,619,029 501,757,584,209 △16,484,965,180 △3.3 

歳 出 総 額 B 475,104,072,648 488,189,938,237 △13,085,865,589 △2.7 
歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A－B 10,168,546,381 13,567,645,972 △3,399,099,591 △25.1 

翌年度繰越財源額 D 7,177,970,845 11,127,254,050 △3,949,283,205 △35.5 

実 質 収 支 額 E=C－D 2,990,575,536 2,440,391,922 550,183,614 22.5 

前年度実質収支額 F 2,440,391,922 4,088,870,166 △1,648,478,244 △40.3 

単年度収支額 G=E－F 550,183,614 △1,648,478,244 2,198,661,858 133.4 
財政調整基金 
積 立 額 H 14,974,727 4,334,987,427 △4,320,012,700 △99.7 

地方債繰上償還額 I 0 0 0 － 

財政調整基金 
取 崩 額 J 0 0 0 － 

実質単年度収支額 K=G+H
+I－J 565,158,341 2,686,509,183 △2,121,350,842 △79.0 

○ 歳入総額は、４，８５２億７，２６１万９，０２９円 
歳出総額は、４，７５１億  ４０７万２，６４８円となった。 

 
○ 前年度に比べ、歳入総額は１６４億８，４９６万円余、３．３％の減、 

歳出総額は１３０億８，５８６万円余、２．７％の減となった。 
 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１０１億６，８５４万円余で、平成２７年度への繰

越財源額７１億７，７９７万円余を差し引いた実質収支額は、２９億９，０５７万円余の

黒字となった。 
 
○ 平成２６年度の実質収支額から、前年度実質収支額の２４億４，０３９万円余を差し

引いた単年度収支額は５億５，０１８万円余の黒字となった。 
 
○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額の１，４９７万円余を加算した実質単年度

収支額は、５億６，５１５万円余の黒字となった。 
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（歳入の状況） 

○ 総 括 

 

 
・ 収入率は、予算現額に対し９２．７％、調定額に対し９９．３％となった。 

   （前年度収入率は対予算現額 ９０．６％、対調定額 ９９．２％） 
 
・ また、収入済額を前年度と比べると、１６４億８，４９６万円余、３．３％の減、

となった。 
 
・ 不納欠損額は、既に調定された歳入のうち時効の成立等により徴収ができないと認定

されたもので、その主な内容は、県税と県税に係る加算金の合計が２億６，３７３万円

余、９１．２％、諸収入が１，３９５万円余、４．８％を占めている。 
 
・ 収入未済額は、既に調定された歳入のうち出納閉鎖までに収納されなかったもので、

前年度と比べると、４億４，０４２万円余、１２．５％の減となった。その主な内容と

構成比は県税と県税に係る加算金の合計が１９億７，７２９万円余、６４．３％、諸収

入が６億４，３７３万円余、２１．０％、使用料及び手数料が３億８，９５１万円余、

１２．７％を占めている。 
 
 
○ 主なもの 

・ 県  税 

収入済額は、８５４億３，０４１万円余で、 
前年度に比べ、２８億６，２５５万円余、３．５％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 法人事業税    ：１７億１，０２３万円  
・ 地方消費税        ：１２億２，９０９万円 
・ 法人県民税    ： ３億８，１１１万円 
・ 個人県民税    ： １億３，２１３万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 自動車取得税   ： ６億９，０７５万円 

 
 
・ 地方消費税清算金 

収入済額は、２０３億６，９７９万円余で、 
前年度に比べ、３５億５，６７２万円余、２１．２％の増となった。 

 
 
 
 

予算現額 ５，２３５億３，２０２万７，５５２円 
調 定 額 ４，８８６億３，８８６万１，２６９円 
収入済額 ４，８５２億７，２６１万９，０２９円 
不納欠損額 ２億８，９１４万１，６７５円 
収入未済額 ３０億７，７１０万  ５６５円 
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・ 地方譲与税 

収入済額は、１７０億２，５６１万円余で、 
前年度に比べ、２５億１，５４９万円余、１７．３％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 地方法人特別譲与税： ２６億５，２９５万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 地方揮発油譲与税・：  １億２，７７６万円 

 
 
・ 地方特例交付金  

収入済額は、２億６，３４１万円で、 
前年度に比べ、１，３２６万円余、４．８％の減となった。 

 

 

・ 地方交付税 

収入済額は、１，３５２億８，６５６万円余で、 
前年度に比べ、２８億９，６９１万円余、２．２％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 普通交付税 ： ４７億２，３３９万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 特別交付税 ： １８億２，６４７万円 

 

 

・ 交通安全対策特別交付金  

収入済額は、２億８，５３０万円余で、 
前年度に比べ、４，３７０万円余、１３．３％の減となった。 

 
 
・ 分担金及び負担金 

収入済額は、２１億４，５８１万円余で、 
前年度に比べ、８億６，６８５万円余、２８．８％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 林業費負担金・・・・：   ３，３４０万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 農地費負担金・・  ： ７億６，５４６万円 

 ・ 社会福祉費負担金・・：・・・７，９８３万円 
 
 
・ 使用料及び手数料 

収入済額は、６４億６，１７２万円余で、 
前年度に比べ、８億１，６６８万円余、１４．５％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 高等学校費使用料： ６億９，６２２万円 
・ 証紙収入手数料 ：   ６，０１０万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 社会福祉費使用料：   ３，２９１万円 
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・ 国庫支出金 

収入済額は、６５０億９，３４２万円余で、 
前年度に比べ、１８５億２，７０９万円余、２２．２％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 衛生費国庫負担金    ：   ５億４，９６１万円 
・ 教育費国庫負担金    ：   ３億４，７０５万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 諸支出金国庫補助金   ： １４１億２，４２５万円 

 ・ 総務費国庫補助金    ：  ２１億７，２０２万円 
 ・ 労働費国庫補助金    ：  １２億８，５８６万円 
 ・ 衛生費国庫補助金    ：   ９億３，４７６万円 

 
 
・ 財産収入 

収入済額は、６億１，８１２万円余で、 
前年度に比べ、４億３，５７３万円余、４１．３％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 不動産売払収入 ： ２億７，１９３万円 
・ 出えん金返還収入： １億３，２２８万円 
・ 利子及び配当金 ：   ５，８３５万円 

 

 

・ 繰入金 

収入済額は、４０６億２，９３５万円余で、 
前年度に比べ、５４億７，９１８万円余、１１．９％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 中小企業近代化資金特別会計繰入金      ： ２０億円 

 ・ 地域医療介護総合確保基金繰入金       ：    ６億７，５５２万円 
 ・ 再生可能エネルギー等導入推進基金繰入金 ：    ６億  ４９７万円 
○ 収入済額が減少した主な内容  
・ 地域医療再生臨時特例基金繰入金       ：  ４３億２，５７７万円 

 ・ 商工業振興資金特別会計繰入金        ： ３１億  ４２８万円 
 ・ 森林整備加速化・林業再生基金繰入金     ： １０億６，６２５万円  

 

 

・ 諸収入 

収入済額は、３０３億１９６万円余で、 
前年度に比べ、４９億９，０５６万円余、１９．７％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 土木貸付金 ： ３８億６，５７３万円 
・ 土木受託事業： １２億  ７３２万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 総務貸付金 ：  ２億４，７２７万円 
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・ 県  債 

収入済額は、６７５億４，２１０万円で、 
前年度に比べ、１１７億４，６００万円、１４．８％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 災害復旧事業債：  １億５，３００万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 臨時財政対策債： ５２億１，４００万円 
・ 単独事業債  ： ３３億５，１００万円 
・ 一般補助事業債： ２３億３，４００万円 
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(歳出の状況） 

○ 総 括 

予 算 現 額 ５，２３５億３，２０２万７，５５２円 
支 出 済 額 ４，７５１億  ４０７万２，６４８円 
翌年度繰越額 ３３０億６，９９２万９，５１３円 
不 用 額 １５３億５，８０２万５，３９１円 

 
・ 支出済額は、前年度に比べ、１３０億８，５８６万円余、２．７％の減となっている。 
 
・ 予算現額に対する執行率は、９０．７％であり、前年度の執行率８８．１％に比べ、 
２．６％の増となっている。 

 

 

○ 主なもの 

・ 総務費 

支出済額は、３３６億５，３８８万円余で、 
前年度に比べ、３億８８８万円余、０．９％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 消防学校整備事業費        ：２２億  ６７９万円 

 ・ 別館改修事業費          ：１７億  ８５７万円 
○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 防災新館整備等事業費       ：３６億２，２１０万円 

 ・ 退職手当             ： ４億３，１８９万円 
 ・ 災害時活動拠点等通信機能強化事業費： １億１，４９８万円 

 
 

・ 民生費 

支出済額は、４９６億２，９１９万円余で、 
前年度に比べ、１４億８，７５６万円余、３．１％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業費補助金  ：５億４，６１２万円 
・ 安心こども基金積立金             ：４億６，０６３万円 
・ 介護保険給付費県負担金            ：４億１，５６５万円 
・ 国民健康保険基盤安定事業費負担金       ：３億２，７６６万円 
・ 富士・東部地域小児リハビリテーション推進事業費：１億３，１４４万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 後期高齢者財政安定化基金積立金        ：２億５，３７７万円  
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・ 衛生費 

支出済額は、２０２億６４９万円余で、 
前年度に比べ、３２億２，６０４万円余、１３．８％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 地域医療介護総合確保基金積立金     ：１０億６，００５万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 施設整備等資金貸付金          ：１８億５，６００万円 
・ 地域医療再生臨時特例基金積立金     ：１０億３，３０５万円 
・ 峡南北部地域医療連携推進事業費     ： ６億５，２２４万円 
・ 東部地域救急医療センター整備事業費   ： ５億３，１９３万円 

 
 

・ 労働費 

支出済額は２７億５１２万円余で、 
前年度に比べ、１６億４，９１６万円余、３７．９％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 職業能力開発校管理費        ：   ８，５３２万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金 ：１０億７，３０７万円 

 ・ 緊急雇用創出事業臨時特例基金事業  ： ７億２，４０９万円 
・ 職業能力開発施設再編整備事業費   ： １億５，０２８万円 

 
 

・ 農林水産業費 

支出済額は３６０億８，２９６万円余で、 
前年度に比べ、８億４，９８８万円余、２．３％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 農業施設復旧支援対策事業費      ：２０億５，８４６万円 
・ 被災施設等応急対策事業費補助金    ： ５億８，４５０万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 土地改良費              ：１５億２，６９１万円 
・ 復旧治山費                           ：１１億５，７７３万円 
・ 予防治山費              ： ９億２，８１０万円 

 
 
・ 商工費 

支出済額は２９５億９，２６９万円余で、 
前年度に比べ、２５億４，８４９万円余、７．９％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
 ・ やまなしベンチャー支援ファンド組成事業 ： １億５，０００万円 
○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 商工業振興資金特別会計繰出金      ：２５億５，７４６万円 
・ 企業立地対策費             ： １億５，７４７万円 
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・ 土木費 

支出済額は８１５億６，１０３万円余で、 
前年度に比べ、３９億３，５０４万円余、５．１％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 住宅供給公社事業促進費 ：３８億７，６４０万円 

 ・ 道路橋りょう総務費   ： ８億  ２４７万円  

・ 道路橋りょう整備費   ： ６億５，９４０万円 

 ・ 緊急街路整備費     ： ２億９，５４０万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 道路維持費       ：２０億６，０３４万円 

 
 
・ 警察費 

支出済額は２１３億８，０３２万円余で、 
前年度に比べ、２億５，２２８万円余、１．２％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 職員給与費等      ：５億２，３６５万円 

・ 交通安全施設維持管理費 ：１億５，２９２万円 

・ 通信指令運営費     ：  ５，５２３万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 交通管制センター整備費 ：７億６，７７３万円 

・ 航空機維持費      ：１億６，３８４万円 

・ 災害警備等警戒取締費  ：  ７，９００万円 
 
 
・ 教育費 

支出済額は９２２億８，３４０万円余で、 
前年度に比べ、４７億４，３７３万円余、５．４％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 甲府支援学校等施設整備費     ：１７億７，１９０万円 

・ 高校施設整備費          ：１４億３，９０９万円 

・ 公立高等学校就学支援金      ： ６億３，８４３万円 

・ 職員給与費等（高等学校費）    ： ４億１，２３３万円 

 ・ 職員給与費等（中学校費）     ： ２億６，５８７万円 

 ・ 職員給与費等（小学校費）     ： １億５，３９８万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 図書館運営費           ：   ７，８２６万円 
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・ 災害復旧費 

支出済額は７億９，８６７万円余で、 
前年度に比べ、８，００３万円余、１１．１％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 県単独土木施設災害復旧費 ：２億  ４１１万円 

・ 高校施設災害復旧費    ：  ２，２６１万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

 ・ 土木施設災害復旧費    ：１億３，５５５万円 

・ 治山施設災害復旧費    ：  ２，０９７万円 

 
 

・ 公債費 

支出済額は８５４億８，７１５万円余で、 
前年度に比べ、１２億５，５５８万円余、１．５％の増となった。 

 
 
・ 諸支出金 

支出済額は２０７億６，４９２万円余で、 
前年度に比べ、１５７億７，７３２万円余、４３．２％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 地方消費税交付金       ： １７億８，２００万円 
・ 地方消費税清算金       ： １０億７，８８６万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 公共施設整備等事業基金積立金 ：１３９億４，９５４万円 

・ 財政調整基金積立金      ： ４３億２，００１万円 
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 ２ 特別会計決算の概況 

（単位：円、％） 
区       分 平成２６年度 平成２５年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 307,183,851,883 290,551,196,767 16,632,655,116 5.7 

歳 出 総 額 B 295,588,066,339 276,894,051,377 18,694,014,962 6.8 
歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A－B 11,595,785,544 13,657,145,390 △2,061,359,846 △15.1 

翌年度繰越財源額 D 203,732,475 409,169,227 △205,436,752 △50.2 

実質収支額 E=C－D 11,392,053,069 13,247,976,163 △1,855,923,094 △14.0 

 
 
○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。 
 
○ 歳入総額は、３，０７１億８，３８５万１，８８３円 

歳出総額は、２，９５５億８，８０６万６，３３９円となった。 
 
○ 前年度に比べ、歳入総額は１６６億３，２６５万円余、５．７％の増、 

歳出総額は、１８６億９，４０１万円余、６．８％の増となった。 
 
○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１１５億９，５７８万円余で、平成２７年

度への繰越財源額２億３７３万円余を差し引いた実質収支額は、 
１１３億９，２０５万円余となり、１０会計が黒字、２会計が収支同額となった。 

 

○ 収入未済額は、５億６，７３７万円余で前年度に比べ、１億８，６６４万円余 
（４９．０％）増加している。 

 
○ 不納欠損額は、５件１，３０９万円余で、平成２５年度は該当がなかったため皆増とな

っている。 
 
 
 

 一般会計と各特別会計の間で繰出、繰入があることから、一般会計決算額と各特別会計

決算額の歳入総額、歳出総額には重複部分がある。このため、一般会計と特別会計の合計

は県の正味の決算規模を表すものではない。 
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○ 恩賜県有財産特別会計 

収入済額は、１０３億７，８２０万円余で、 
前年度に比べ、７億３，７５８万円余、７．７％の増となった。  

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 繰越金       ： ５億１，４４４万円 
・ 事業費補助金    ： ３億１，１７２万円 
・ 林道債       ： ２億３，４００万円 
○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 不動産売払収入   ： ２億８，３０４万円 

 
 
   支出済額は７３億３４１万円余で、 

前年度に比べ、７億１，５３３万円余、１０．９％の増となった。  
○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 林道費       ： ８億７，２６２万円 

・ 造林費       ：   ３，８１９万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 保護管理費     ： １億２，３１５万円 

・ 元利償還金     ：   ７，５６７万円 

 

 

○ 災害救助基金特別会計 

収入済額は、１，０５６万円余で、 
前年度に比べ、１，６５３万円余、６１．０％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 繰入金       ：     ９０６万円 
・ 災害救助費国庫負担金 ：     ７２４万円 

 
   支出済額は、６８１万円余で、 

前年度に比べ、２，０２８万円余、７４．９％の減となった。 
○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 救助費       ：   ２，００６万円 
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○ 中小企業近代化資金特別会計 

収入済額は、６４億４９９万円余で、 
前年度に比べ、７，５８７万円余、１．２％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 繰越金              ：２億１，９０６万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 高度化資金貸付金償還金      ：１億１，９９６万円 
・ 小規模企業者等設備導入資金償還金 ：  １，８２２万円 

 
 
   支出済額は、２９億４，４２２万円余で、 

前年度に比べ、１７億２，７８６万円余、１４２．１％の増となった。 
○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 一般会計繰出金          ： ２０億円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 小規模企業者等設備導入資金貸付金 ： １億８，２６１万円 

・ 高度化資金貸付金         ：   ８，９４５万円 
 

 

○ 農業改良資金特別会計  
収入済額は、２億７１５万円余で、 
前年度に比べ、７６４万円余、３．６％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 農業改良資金償還金 ： １，３８７万円 
○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 繰越金       ： ２，２３２万円 

 
    

支出済額は、２，７６９万円余で、 
前年度に比べ、３，１３７万円余、５３．１％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 償還金       ： １，８２５万円 
・ 繰出金       ：   ９１２万円 
・ 貸付金       ：   ３９５万円 
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○ 市町村振興資金特別会計 

収入済額は、５７億５，５５０万円余で、 
前年度に比べ、２億２，０２８万円余、 ４．０％の増となった。 

○ 収入済額が増額した主な内容 

 ・ 繰越金         ： ３億６，１０９万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 貸付金元利収入（元金） ：  １億３，５７４万円 

 
 
   支出済額は、１８億７，３８５万円余で、 

前年度に比べ、５億７，４９０万円、４４．３％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 一般会計繰出金     ： ４億円 
・ 市町村振興資金貸付金  ： １億７，４９０万円 

 
 

○ 県税証紙特別会計 

収入済額は、１０億７，４３２万円余で、 
前年度に比べ、６億９，１７０万円余、３９．２％の減となった。 

○ 収入済額が減額した主な内容 
・ 自動車取得税証紙収入  ： ６億５，９２７万円 

 
    

支出済額は、１０億３，０２１万円余で、 
前年度に比べ、７億１，５４９万円余、４１．０％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 自動車取得税繰出金  ： ６億９，０７７万円 
・ 自動車税繰出金    ：   ２，４７３万円 

 
 
○ 集中管理特別会計  

収入済額は、１，０３９億９，１７８万円余で、 
前年度に比べ、２７億４，１３９万円余、２．７％の増となった。  

○ 収入済額が増加した主な内容 
 ・ 給与管理収入     ：２７億５，６２５万円 

 
   支出済額は、１，０３９億６，６７６万円余で、 

前年度に比べ、２７億４，１４７万円余、２．７％の増となった。 
○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 給与管理費      ：２７億５，８８６万円 
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○ 商工業振興資金特別会計  
収入済額は、４８１億１，１３７万円余で、 
前年度に比べ、５６億６，１７９万円余、１０．５％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 繰入金         ： ２５億５，７４６万円 
・ 貸付金元利収入（元金） ： ３１億  ４３３万円 

 
 
   支出済額は、４８１億１，１３７万円余で、 

前年度に比べ、５６億６，１７９万円余、１０．５％の減となった。 
○ 支出済額が減少した主な内容 
 ・ 一般会計繰出金     ： ３１億  ４２８万円 
 ・ 資金貸付金       ： ２５億５，７４６万円 

 

 

○ 林業・木材産業改善資金特別会計 

収入済額は、１億５，７７６万円余で、 
前年度に比べ、１，２７７万円余、８．８％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 繰越金         ：    １，１１３万円 

 
 
    支出済額は、２，８７２万円余で、 

前年度に比べ、６５９万円余、１８．７％の減となった。 
○ 支出済額が増加した主な内容 
 ・ 林業就業促進資金貸付金 ：      ５９７万円 
○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 木材産業等高度化推進資金貸付金： １，５００万円 

 
 
○ 流域下水道事業特別会計 

収入済額は、６９億４，２８９万円余で、 
前年度に比べ、２億４，８２８万円余、３．７％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 事業費県補助金     ：  ３億４，１８６万円 
・ 管理費負担金      ：    ６，７９８万円 
・ 下水道債        ：    ３，８００万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 一般会計繰入金     ：  １億４，２３０万円 

 
 
    支出済額は、６２億８，２３６万円余で、 

前年度に比べ、３億８，９５７万円余、６．６％の増となった。 
○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 流域下水道建設費    ：  ４億３，６１９万円 
・ 維持管理費       ：    ９，４４６万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
 ・ 公債費元利償還金    ：  １億２，９９６万円 
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○ 母子父子寡婦福祉資金特別会計  
収入済額は、２億１，９３０万円余で、 
前年度に比べ、９５６万円余、４．６％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 繰越金        ：     ６６７万円 
・ 繰入金        ：     ２０５万円 

 
 
 支出済額は、８，２６２万円余で、 
前年度に比べ、１，５８４万円余、２３．７％の増となった。 

 
 
○ 公債管理特別会計 

  収入済額は、１，２３９億２，９９９万円余で、 
前年度に比べ、１８９億６，４５６万円余、１８．１％の増となった。  
○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 借換債       ：１７６億９，６５５万円 
・ 一般会計繰入金   ： １２億５，５６０万円 

 
 
   支出済額は、１，２３９億２，９９９万円余で、 

前年度に比べ、１８９億６，４５６万円余、１８．１％の増となった。 
○ 支出済額が増加した主な内容： 
・ 公債費元利償還金  ：１８２億８，３５２万円 
・ 県債管理基金積立金 ：  ６億６，０００万円 

 
 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 寡婦福祉費（貸付金） ：     ４７８万円 
・ 母子福祉費（貸付金） ：     ３５３万円 
・ 公債費  （貸付金） ：     ３５３万円 


